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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期

中間連結会計期間
第30期

中間連結会計期間
第29期

会計期間
自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2026年４月１日
至2026年９月30日

自2025年４月１日
至2026年３月31日

売上高 （千円） 1,243,101 1,319,101 2,453,720

経常利益又は経常損失（△） （千円） △71,479 109,898 △34,159

親会社株主に帰属する中間純利益又

は親会社株主に帰属する中間（当

期）純損失（△）

（千円） △109,588 71,139 △1,131,339

中間包括利益又は包括利益 （千円） △334,174 △73,237 △868,955

純資産額 （千円） 4,011,349 3,404,498 3,477,748

総資産額 （千円） 4,582,527 4,192,965 4,065,046

１株当たり中間純利益又は１株当た

り中間（当期）純損失（△）
（円） △3.53 2.29 △36.48

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益
（円） - 2.29 -

自己資本比率 （％） 87.1 80.7 85.1

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △114,957 166,411 △11,807

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △23,778 △18,671 △59,076

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） - △0 -

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高
（千円） 2,069,089 2,284,681 2,136,941

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第29期中間連結会計期間及び第29期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式

は存在するものの、１株当たり中間（当期）純損失であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）業績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、中東情勢や自然災害の影響、金融資本市場の変動などに注視が必要

な状況にあるものの、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果もあり、緩やかに回復しています。

　海外レジャー旅行市場に関しては、円安や燃油価格の影響を受けながらも、前年をわずかに上回る水準で推移し

ました。また、国内レジャー旅行市場に関しては、インバウンド需要に起因する旅行商品の高騰が影響し、前年を

下回って推移しました。

　このような状況のもと、当社の旅行関連事業におきましては、システム開発を推進し、既存市場での競争力強化

を図るとともに、新たな市場領域の拡大にも努めてまいりました。

　この結果、当中間連結会計期間の業績は売上高1,319,101千円（前年同期比6.1％増）、営業利益107,084千円

（前年同期は74,192千円の営業損失）、経常利益109,898千円（前年同期は71,479千円の経常損失）、親会社株主

に帰属する中間純利益71,139千円（前年同期は109,588千円の親会社株主に帰属する中間純損失）となりました。

　なお、当社グループの報告セグメントは「旅行関連事業」のみであり、その他の事業セグメントの重要性が乏し

いため、セグメント別の記載を省略しております。

 

（２）財政状態の分析

（資産）

　当中間連結会計期間末における総資産は4,192,965千円（前連結会計年度末比127,918千円増加）となりました。

これは主に、投資有価証券が144,377千円減少した一方で、現金及び預金が147,739千円、売掛金及び契約資産が

92,442千円増加したことによるものであります。

 

（負債）

　当中間連結会計期間末における負債は788,466千円（前連結会計年度末比201,168千円増加）となりました。これ

は主に、買掛金が95,054千円、その他流動負債が108,614千円増加したことによるものであります。

 

（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産は3,404,498千円（前連結会計年度末比73,249千円減少）となりました。

これは主に、親会社株主に帰属する中間純利益71,139千円を計上した一方で、その他有価証券評価差額金が

144,377千円減少したことによるものであります。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）の残高は、前連結会計年度末

より147,739千円増加し、2,284,681千円（前連結会計年度末比6.9％増）となりました。

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において営業活動の結果増加した資金は166,411千円（前年同期は114,957千円の支出）とな

りました。これは主に、売上債権の増加92,442千円、法人税等の支払額52,452千円の減少要因があった一方で、税

金等調整前中間純利益111,585千円、仕入債務の増加95,054千円の増加要因があったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において投資活動の結果減少した資金は18,671千円（前年同期は23,778千円の支出）となり

ました。これは主に、有形固定資産の取得による支出16,082千円によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間において財務活動の結果減少した資金は0千円（前年同期は発生なし）となりました。これ

は、単元未満株式の買取りによる自己株式の取得によるものであります。
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（４）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

（５）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

（６）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 122,400,000

計 122,400,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月６日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 31,260,000 31,260,000
東京証券取引所

スタンダード市場

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社の標

準となる株式であり

ます。なお単元株式

数は100株となって

おります。

計 31,260,000 31,260,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

 

決議年月日 2026年５月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員 １

新株予約権の数（個）※ 100

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 10,000　（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 283　（注）２

新株予約権の行使期間 ※ 自 2030年７月１日 至 2033年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※
（注）３

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締

役会の決議による承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 ※
（注）５、６

※ 新株予約権の割当日（2026年６月10日）における内容を記載しております。

（注）１．本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株

とする。なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含

む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整

は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

 

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合その他これらの

場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるもの

とする。

 

（注）２．本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、

調整による１円未満の端数は切り上げる。
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調整後行使価額＝調整前行使価額　×
１

分割（または併合）の比率

 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己株式

の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株

式の移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げ

る。

 

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株あたり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額　×
新規発行前の１株あたりの株価

既発行株式数＋新規発行株式数

 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式に

かかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規

発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他

これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調

整を行うことができるものとする。

（注）３．増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。

②本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から、上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（注）４．新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監査役または

従業員であることを要する。ただし、正当な理由があると取締役会が認めた場合はこの限りではない。

②新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

③本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

④各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

（注）５．新株予約権の取得に関する事項

①当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割計画、

または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認（株主総会の

承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来

をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

②新株予約権者が権利行使をする前に、上記（注）４．に定める規定により本新株予約権の行使ができなく

なった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

（注）６．組織再編行為の際の新株予約権の取扱い

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新

株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社

（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。た

だし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収

分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

①交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

②新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

③新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、（注）１．に準じて決定する。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

（注）２．で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記③に従って決定される当
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該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

⑤新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅

い日から上記「新株予約権の行使期間」に定める行使期間の末日までとする。

⑥新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

（注）３．に準じて決定する。

⑦譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

⑧その他新株予約権の行使の条件

（注）４．に準じて決定する。

⑨新株予約権の取得事由及び条件

（注）５．に準じて決定する。

⑩その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 31,260,000 　－ 648,292 　－ 472,036
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

関根　大介 東京都港区 15,991,000 51.56

株式会社くふうカンパニーホールディン

グス
東京都港区三田一丁目４番28号 3,240,000 10.44

株式会社ザ・パス・インベストメント 東京都渋谷区桜丘町15番14号 1,740,000 5.61

株式会社CHINTAI 東京都港区元赤坂一丁目２番７号 1,598,000 5.15

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区赤坂一丁目８番１号 705,900 2.27

佐藤　茂 東京都港区 690,000 2.22

李　炳燦 東京都豊島区 249,700 0.80

DAICHI WAKABAYASHI

（常任代理人　みずほ証券株式会社）

SINGAPORE

（東京都千代田区大手町一丁目５番１号）
130,000 0.41

小齊平　隆 大阪府高槻市 124,300 0.40

モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目９番７号 83,993 0.27

計 － 24,552,893 79.16

 

EDINET提出書類

株式会社オープンドア(E31936)

半期報告書

 8/20



（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 246,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 30,999,600 309,996 －

単元未満株式 普通株式 13,900 － －

発行済株式総数  31,260,000 － －

総株主の議決権  － 309,996 －

（注）「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式２株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社オープンドア
東京都港区赤坂二丁目17番７号

赤坂溜池タワー６階
246,500 － 246,500 0.78

計 － 246,500 － 246,500 0.78

（注）上記の他に単元未満株式として自己株式を２株所有しております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,141,941 2,289,681

売掛金及び契約資産 478,706 571,148

その他 128,292 138,309

貸倒引当金 △78 △86

流動資産合計 2,748,861 2,999,053

固定資産   

有形固定資産 57 14,757

投資その他の資産   

投資有価証券 930,430 786,053

繰延税金資産 15,093 20,307

保険積立金 183,015 185,604

その他 187,588 187,188

投資その他の資産合計 1,316,127 1,179,153

固定資産合計 1,316,185 1,193,911

資産合計 4,065,046 4,192,965

負債の部   

流動負債   

買掛金 107,626 202,680

未払法人税等 59,181 53,765

賞与引当金 - 2,916

その他 377,889 486,504

流動負債合計 544,698 745,866

固定負債   

資産除去債務 40,400 40,400

その他 2,200 2,200

固定負債合計 42,600 42,600

負債合計 587,298 788,466

純資産の部   

株主資本   

資本金 648,292 648,292

資本剰余金 473,388 473,388

利益剰余金 2,354,433 2,425,573

自己株式 △17,666 △17,666

株主資本合計 3,458,447 3,529,587

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 - △144,377

その他の包括利益累計額合計 - △144,377

新株予約権 19,300 19,288

純資産合計 3,477,748 3,404,498

負債純資産合計 4,065,046 4,192,965
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 1,243,101 1,319,101

売上原価 485,605 390,212

売上総利益 757,495 928,889

販売費及び一般管理費 ※ 831,688 ※ 821,804

営業利益又は営業損失（△） △74,192 107,084

営業外収益   

受取手数料 2,346 2,724

為替差益 200 -

助成金収入 - 650

その他 166 481

営業外収益合計 2,712 3,855

営業外費用   

為替差損 - 1,041

営業外費用合計 - 1,041

経常利益又は経常損失（△） △71,479 109,898

特別利益   

新株予約権戻入益 - 1,687

特別利益合計 - 1,687

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損

失（△）
△71,479 111,585

法人税、住民税及び事業税 29,210 45,660

法人税等調整額 8,897 △5,213

法人税等合計 38,108 40,446

中間純利益又は中間純損失（△） △109,588 71,139

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に

帰属する中間純損失（△）
△109,588 71,139
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益又は中間純損失（△） △109,588 71,139

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △224,586 △144,377

その他の包括利益合計 △224,586 △144,377

中間包括利益 △334,174 △73,237

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △334,174 △73,237
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純

損失（△）
△71,479 111,585

減価償却費 14,498 1,998

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,472 2,916

貸倒引当金の増減額（△は減少） 33 8

株主優待引当金の増減額（△は減少） △12,043 -

受取利息及び受取配当金 △161 △393

助成金収入 - △650

新株予約権戻入益 - △1,687

売上債権の増減額（△は増加） △133,282 △92,442

仕入債務の増減額（△は減少） 44,665 95,054

その他 63,606 101,432

小計 △91,691 217,820

利息及び配当金の受取額 161 393

助成金の受取額 - 650

法人税等の支払額 △23,427 △52,452

営業活動によるキャッシュ・フロー △114,957 166,411

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △13,188 △16,082

無形固定資産の取得による支出 △8,000 -

その他 △2,589 △2,589

投資活動によるキャッシュ・フロー △23,778 △18,671

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 - △0

財務活動によるキャッシュ・フロー - △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △138,735 147,739

現金及び現金同等物の期首残高 2,207,825 2,136,941

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 2,069,089 ※ 2,284,681
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【注記事項】

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
　　至　2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
　　至　2026年９月30日）

給料手当 257,684千円 225,516千円

広告宣伝費 256,205 304,710

 

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

現金及び預金勘定 2,074,089千円 2,289,681千円

預入期間が３か月を超える定期預金及び

担保に供している定期預金
△5,000 △5,000

現金及び現金同等物 2,069,089 2,284,681

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

　１.配当金支払額

　該当事項はありません。

 

　２.基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

 

　３.株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

　１.配当金支払額

　該当事項はありません。

 

　２.基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

　該当事項はありません。

 

　３.株主資本の著しい変動

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

　　　【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

　当社グループの報告セグメントは「旅行関連事業」のみであり、その他の事業セグメントの重要性が乏しい

ため、セグメント情報の記載を省略しております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

　当社グループの報告セグメントは「旅行関連事業」のみであり、その他の事業セグメントの重要性が乏しい

ため、セグメント情報の記載を省略しております。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
 

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
  至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
  至　2026年９月30日)

 一時点で移転される財又はサービス 1,216,631 1,298,560

 一定の期間にわたり移転される財又はサービス 26,469 20,540

 顧客との契約から生じる収益 1,243,101 1,319,101

 その他の収益 － －

 外部顧客への売上高 1,243,101 1,319,101

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり中間純利益

及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

（１）１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損

失（△）
△3.53円 2.29円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主

に帰属する中間純損失（△）（千円）
△109,588 71,139

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

又は親会社株主に帰属する中間純損失（△）（千

円）

△109,588 71,139

普通株式の期中平均株式数（株） 31,013,499 31,013,498

（２）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 － 2.29円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） － 117

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概

要

 

－

 

 

－

 

（注）前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり中

間純損失であるため記載しておりません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社オープンドア(E31936)

半期報告書

18/20



 

独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

 

2026年11月５日

 

株 式 会 社 　オ ー プ ン ド ア 

取 締 役 会 御 中

   

 

 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

　　　東　　京　　事　　務　　所  

 指定有限責任社員

 
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 茂 木 浩 之  

 指定有限責任社員

 
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 藤 井 淳 一  

       

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オープン

ドアの2026年4月1日から2027年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年4月1日から2026年9月30日まで）

に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社オープンドア及び連結子会社の2026年9月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

EDINET提出書類

株式会社オープンドア(E31936)

半期報告書

19/20



　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報

告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１.上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２.ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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